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１．令和７年度下期に検討を要する主な論点について

○ 標準仕様書【第5.0版】を改定するための主な検討論点及び改定時期は以下のとおりです。

改定時期関連個所見直しの契機検討論点No

令和８年１月

２頁制度改正

令和７年度税制改正大綱（令和６年12月27日 閣議決定）に伴
う、地方税における給与所得控除の見直し、特定親族特別控
除の創設、その他の所要の措置による管理項目等の検討
（令和８年度分以後の個人住民税について適用）

１

３－５頁制度改正

令和６年度税制改正大綱（令和５年12月22日 閣議決定）に伴
う、地方税における扶養控除の見直し（33万円を12万円に引き
下げ）による管理項目等の検討
（令和９年度分以後の個人住民税について適用）

２

６－７頁
制度改正以

外
PMHの仕様書変更に伴う、自立支援医療、療養介護医療・肢
体不自由児通所医療のPMH連携に関する規定内容の検討

３

８頁制度改正

支払基金の名称変更に伴う、機能要件等の修正
※ 「医療法等の一部を改正する法律案」が衆議院で閉会中

審査、参議院で継続審査となっているため、今後の動向を
踏まえて検討を行う

４

※ 標準化PMOツールや関係省庁、検討会構成員からのご意見・ご質問等を踏まえ、上記の改定時期に合わせて標準仕

様書の見直しを行う場合があります。



○ 検討論点１の概要は以下のとおりです。令和７年度税制改正大綱（令和６年12月27日 閣議決定）に伴う、地方税
における給与所得控除の見直し、特定親族特別控除の創設、その他の所要の措置による税務システム標準仕様
書の改定、それを踏まえた制度所管担当課における検討により、障害者福祉システム標準仕様書に影響があると
判断した場合は、所要の改定を行う予定です。
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２．検討論点１の概要について

特定親族特別控除に関

する項目については、

制度所管担当課の検討

状況等を踏まえ、機能

別連携仕様（個人住民

税システム）に追加さ

れ、必要な項目は障害

者福祉システムに連携

される予定です。

これらを踏まえて、標

準仕様書について所要

の改定を行う予定です。

なお、特別児童扶養手当及
び国制度手当について、
「国民年金法施行令等の一
部を改正する政令案」に関
するパブリックコメントを
実施済。

現時点において、基本的には税制改正後の値を

用いて所得判定等を行う方向で検討中です。



○ 検討論点２の概要は以下のとおりです。令和６年度税制改正大綱（令和５年12月22日 閣議決定）に伴う、地方税に
おける扶養控除の見直し（33万円を12万円に引き下げ）に係る「第２回扶養控除見直しの影響への対応に係る関係府
省会議（令和６年11月27日開催）」の結果を踏まえて、標準仕様書に影響がある場合は所要の改定を行う予定です。
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３．検討論点２の概要について（１／３）

【出典】 令和６年11月27日 「第２回 扶養控除見直しの影響への対応に係る関係府省会議」 議事次第、資料３



（続き）
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３．検討論点２の概要について（２／３）

今後、政省令の改正や事務連絡・通知の発出等

により対応するとされています。

（参考）新しい算出方法の具体例

・見直し後の所得割額：２４万円

・見直し前の扶養控除：３３万円

・見直し後の扶養控除：１２万円

・市町村民税率：０．１

新しい算出方法

＝ ２４ － （３３－１２） × ０．１

＝ ２４ － ２．１

＝ ２１．９（計算後の所得割額）
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３．検討論点２の概要について（３／３）

（続き）

「扶養控除の見直しへの対応が必要な国の制度一覧」に記載されている障害者福祉システム標準仕様書に関係する制度は、

以下のとおりです。

・障害児支援における利用者負担上限月額

・障害福祉サービス等に係る利用者負担上限月額

・自立支援医療費支給に係る負担上限額月額

・補装具費の支給



○ 検討論点３の概要は以下のとおりです。デジタル庁がホームページで公表しているPMHの仕様書等が、令和７年
７月25日及び令和７年９月11日に更新されたため、変更に伴う影響・対応等について、デジタル庁と連携し、障害
者福祉システム標準仕様書の見直しの必要性を含めて、論点の整理を行いました。
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４．検討論点３の概要について（１／２)

デジタル庁のHPで公表されている「自治

体・医療機関等をつなぐ情報連携システム

（Public Medical Hub：PMH）」に関す

る自治体・自治体システムベンダー向け情報

についての資料が更新されています。
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４．検討論点３の概要について（２／２)

（変更内容の例）「【PMH】0703_ファイル設計書_医療費助成対象者情報登録用ファイル_Ver.2.0」の一部

自己負担上限額種別の内、医科歯

科入外合算、医科歯科入院、医科

歯科外来の項目は、令和７年度下

期に連携廃止予定となっています。

項目説明の内容が追加・変更

されています。

上記の例以外についても様々な変更が見受けられますが、ファイルレイアウト自体（項目の名称・並び・数）の変更はなく、

各項目に対する設定内容や解釈・説明が変更されています。



○ 検討論点４の概要は以下のとおりです。「支払基金の名称変更に伴う、機能要件等の修正」は、「医療法等の一
部を改正する法律案」が衆議院で閉会中審査、参議院で継続審査となっているため、今後の動向を踏まえて、障
害者福祉システム標準仕様書の機能要件等の表記を変更する予定としています。
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５．検討論点４の概要について

第二十三 社会保険診療報酬支払基金法の一部改正

一 題名を「医療情報基盤・診療報酬審査支払機構法」に改め、法人の名称を

「医療情報基盤・診療報酬審査支払機構」に改めること。（題名関係）


